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施 策 効 果 費 用 影響 ・ 課題

水質に応じた利用方法

１．ゼロ水への対応（イメージ） 需要サイド（例）

DD‐‐11 雨水・再生水の利用促進 • 上水の節約 • 利用施設の整備
• 水質に応じた利用方法
• 利水者の合意形成

DD‐‐22
一般家庭の節水（風呂、洗濯、洗車
等の節水）

• 各家庭で取り組めば効果は
大

• 節水型機器の設置
• 効果の定量的な把握
• 利水者の合意形成

• 取水制限が進むと、工場の操業停止や農作物の収穫量

DD‐‐33 渇水調整（取水制限） • 効果が明確 • 調整業務（会議開催、
情報収集・整理等）

限 場 農
減少の恐れ

• 経済的損失
• 気象予測の精度向上による効率的運用
• 利水者の合意形成

DD‐‐44
公共施設の節水（プール、公園の
散水 噴水中止等）

• 渇水の宣伝効果は大
節水意識の徹底

• 広報活動（節水PR等）
• 住環境の悪化
学校教育等へ支障DD 44 散水、噴水中止等） • 節水意識の徹底

広報活動（節水 等） • 学校教育等へ支障

DD‐‐55 農業用水の番水、反復利用 • 取水制限に対応できる • 維持管理（人手） • 手間と経費

DD‐‐66 給水制限（減圧） • 効果が明確 • 維持管理（バルブ操作
等）

• 日常生活に不便が生じる
• 経済的損失
• 利水者の合意形成

DD‐‐77 給水制限（時間断水） • 同上 • 同上

• 日常生活に不便が生じる（給水時間の制約）
• 衛生上の問題の懸念
• 経済的損失
• 利水者の合意形成

DD 88
用途間転用（許可水量の範囲内で • 一定量の確保可能 • 調整業務（会議開催、 • 転用元のリスクは増加

DD‐‐88 転用）
• 一定量の確保可能

情報収集・整理等） • 利水者の合意形成

DD‐‐99 病院、福祉施設への優先対応 • 災害時要援護者への対応が
できる

• 水運搬
• 水が不足すると重大な支障
• 必要水量の算定
• 供給体制の確保

DD 1010 衛生施設（トイレ）の確保 最低限の生活環境の維持
• 施設設置 • 衛生上の問題の懸念

DD‐‐1010 衛生施設（トイレ）の確保 • 最低限の生活環境の維持
施設設置

• 維持管理
衛生 の問題の懸念

• 要配慮者への対応

DD‐‐1111 生命維持のための最低限の水利用 • 必要量を最低限にする • 水運搬
• 社会経済活動停止による経済的損失
• 要配慮者への対応

DD‐‐1212 緊急避難 （渇水疎開） • 水の不足は解消 • 受け入れ地の整備
• 社会経済活動停止による経済的損失
• 受け入れ地の理解・協力DD‐‐1212 緊急避難 （渇水疎開） 水の不足は解消 受け入れ地の整備 受け入れ地の理解 協力
• 日常生活の支援体制

（出典）国土交通省水資源部作成

1（出典）国土審議会 水資源開発分科会 調査企画部会（今後の水資源政策のあり方について第３回） 資料３ をもとに修正



施 策 効 果 費 用 影響 ・ 課題

施設整備（水資源供給施設の整 施設整備 施設整備にコストと時間がかかる

１．ゼロ水への対応（イメージ） 供給サイド（例）

SS‐‐11
施設整備（水資源供給施設の整
備） • まとまった水量を確保できる

• 施設整備
• 維持管理

• 施設整備にコストと時間がかかる
• 水源地域の合意形成

SS‐‐22 既存施設の機能向上（再生（ダム
の嵩上げ等）、堆砂除去）

• 新規施設建設より、コストを
抑えつつ、速やかに対応でき
る

• 施設整備
• 維持管理

• 施設整備に一定のコストと時間がかかる
• 機能向上の技術的可能性
• 水源地域の合意形成

• 施設整備に一定のコストと時間がかかる（ダム群連携の

SS‐‐33
効率的運用（ダム群連携、統合運
用）

• 水源地域に影響を与えること
なく供給できる

• 施設整備（必要な場合）
• 維持管理

• 施設整備に 定のコストと時間がかかる（ダム群連携の
場合）

• 運用の最適化
• 気象予測の精度向上
• 利水者の合意形成

SS‐‐44 地下水の適正な利用 • 良質な水資源として活用でき
る

• 維持管理
観測

• 観測体制の整備
• 地盤沈下の防止SS‐‐44 地下水の適正な利用

る • 観測 地盤沈下の防止
• 地下水の量と質の適切な保全

SS‐‐66 再生水の緊急利用 • 即応性がある • 水運搬 • 用途が限定される
• 運搬手段の確保

SS 77 緊急給水（給水車） • 同上 • 給水のための資材調達
• 水確保の負担大（給水所から家庭等への水運搬）
• 給水量、時間の制約SS‐‐77 緊急給水（給水車） • 同上 • 水運搬 • 給水車、ポリタンク等の備蓄、整備、連携運用
• 要配慮者への対応（運搬）

SS‐‐88
緊急給水（給水船、給水パック、海
水淡水化施設） • 同上 • 同上

• 水確保の負担大（内陸部の給水所への水運搬）
• 給水量、時間の制約
• 給水車、ポリタンク等の備蓄、整備、連携運用
• 要配慮者への対応（運搬）

SS‐‐99 広域的な水融通 （水道事業） • リスクの分散 • 水融通のための導水施
設整備

• 融通元のリスク増加
• 利水者の合意形成

SS‐‐1010 地下水の緊急利用 • 即応性がある • 取水のための機材調達
• 水質検査

• 非常用井戸の水質の確認
• 地下水への塩水混入の可能性
• 地盤沈下の可能性

SS‐‐1111 未利用水等の活用 • 一定量の確保可能 • 調整業務（会議開催、情
報収集・整理等）

• 転用元のリスク増加
• 利水者の合意形成

SS‐‐1212 底水の活用 • 一定量の確保可能 • 取水のための機材調達 • 底水水質

• 水確保の負担大（家庭等への運搬）

SS‐‐1313 緊急給水（ペットボトル） • 即応性がある • ペットボトル調達
• 運搬

• 水確保の負担大（家庭等への運搬）
• 給水量、時間の制約
• ペットボトルの備蓄
• 要配慮者への対応（運搬）

（出典）国土交通省水資源部作成
2（出典）国土審議会 水資源開発分科会 調査企画部会（今後の水資源政策のあり方について第３回） 資料３ をもとに修正



２．平成6年列島渇水時の対応事例

■平成6年列島渇水における渇水調整の事例

■水系外との水利調整

□愛媛県

・松山市の主水源である石手川ダムが底水となり、当時第５次制限（工水45%、農水30%）であった高知県仁淀川水系の面河ダムから松山市
の上水道への転用

□福岡県□福岡県

・工業用水の緊急水確保として、北九州市の中水道を苅田町へタンカー輸送

□長崎県

・上水道の緊急水確保対策として、比較的水状況に恵まれている南高来郡千々石町の千々石川、島原市の白土湖、北松浦郡田平町の久吹ダ
ムで取水した水を長崎市と佐世保市に海上・陸上輸送

■水系内での渇水調整

渇水調整連絡会、協議会での調整の実施

□木曽川水系

・発電協力による自流強化及び３ダム（牧尾ダム、阿木川ダム、味噌川ダム）のデッド容量の放流、既得農業用水の節水協力により、新規利水
（上水 工水 農水）の節水率の緩和（上水、工水、農水）の節水率の緩和

□遠賀川水系

・既設及び試験湛水中のダムからの緊急放流

□筑後川水系

・江川・寺内ダム、松原・下筌ダム、筑後大堰の貯留水を福岡地区、県南広域、佐賀東部、両筑平野の総合運用水量にあてるため融通。江川 寺内ダム、松原 下筌ダム、筑後大堰の貯留水を福岡地区、県南広域、佐賀東部、両筑平野の総合運用水量にあてるため融通。

・暫定的な特別取水として、大堰地点での新規の利水者に対して河川取水を容認（松原・下筌ダムによる不特定の未補給と合わせて初めての
調整）

（出典）『平成6年松山の渇水記録』平成7年10月 松山市公営企業局、 『平成6年木曽川用水渇水報告書』 平成７年４月 水資源開発公団、『平成6年渇水の記録』 平成8年3月
九州地方建設局

■平成6年列島渇水における広域的な水運搬の事例

■水の運搬・融通

・自衛隊により、愛媛県西条市から松山市（最大1日5時間給水）及び伊予市（同最大4時間給水）へ水をトラック輸送

3

・長崎市（減圧給水）及び佐世保市（最大1日３～４時間給水）に対し、島原市等県内４箇所から水を船舶及びトラックで輸送

・岡山県倉敷市等では、不足する工業用水を確保するため、国内の系列会社や海外からタンカー等により水を運搬

・松山市（最大１日５時間給水）の水道用水として、面河（おもご）ダムの工業用水を緊急的利用

（出典）『渇水のない豊かでうるおいのある社会の実現 平成6年列島渇水をふまえて』平成7年 国土庁



３．大規模災害時等の対応事例

■大規模災害時ライフライン復旧広域支援事例

東日本大震災での復旧支援について上水道では、全国の事業者（大臣認可）の63％が被災した93事業者を支援。

応急給水では、ピーク時327台の給水車が活動。派遣元は、ある程度の事業者から。

応急復旧支援人員のピークは、183人。給水車支援とともに、概ね４ヶ月程度の継続。

■全国の水道事業者からの支援状況

●応急給水支援は、14,000台・日、39,700人・日(平成23年8月31日まで)
●応急復旧支援は、6,300人・日(平成23年8月31日まで)
●復旧支援は 11 400人・日(平成24年3月31日まで)

給水車の94％応急給水人員の95％、応急復旧人員
の87％、人的支援の96％が東北地方に派遣。

●復旧支援は、11,400人 日(平成24年3月31日まで)

被災事業者数 93（東北54，関東33，中部6）

給水車延べ台数 延べ14,100台給水車延 台数 延 14,100台

応急給水延べ人員数 延べ約39,700人

応急復旧延べ人員数 延べ約6,300人

福島市内の基幹病院への応急給水活動
(長崎市上下水道局より資料提供)

仙台市内で通水に向けた排水作
業を行う支援事業者■応急給水、応急復旧の支援

●全国の大臣認可、県認可の事業者のうち、35％の事業者が支援。

認可別では、大臣認可事業者は63%が派遣、知事認可では23％が派遣｡

震災後4ヶ月経過後も
10台以上の給水車が
活動

●応急給水支援のピークは3 月16 日の327 台、986 人。8 月末に終了。

規模別では、簡易水道事業のみを経営している5,000 人以下の水道事業者で
は給水車の派遣はなく、ある程度の規模の水道事業者から派遣。

●応急復旧支援のピークは4 月5 日の183 人。7 月初旬に終了。

活動

ピークは4月5 日に183 人となっている。このピークの後、復旧の進歩とともに
減少し、7 月8 日で支援人員はほぼゼロ。

（出典） 1 東日本大震災水道施設被害状況調査最終報告書 平成25 年3 月 厚生労働省健康局水道課
http://www.mhlw.go.jp/topics/bukyoku/kenkou/suido/houkoku/suidou/130801-1.html 4



○東日本大震災における応急給水（水資源機構の取り組み）

４．大規模災害時の対応事例

■スーパー広域災害、海水淡水化・避難の事例

○東日本大震災における応急給水（水資源機構の取り組み）
・茨城県霞ヶ浦用水地区において、茨城県桜川市（給水人口42,810人）の水道が断水となったため、水資源機構

は震災発生直後、保有する可搬式海水淡水化装置を桜川市内に設置。農業用ため池を使用し、浄化した水を市
民や病院等に供給。浄水場からの供給が復旧するまでの9日間実施。
水道等のライフラインが破壊された宮城県女川町江島において 海水淡水化装置と技術職員を派遣 本復旧ま・水道等のライフラインが破壊された宮城県女川町江島において、海水淡水化装置と技術職員を派遣。本復旧ま
で長期に渡り、島民の生活用水を確保。海水淡水化装置は１年６ヶ月稼働。

○霞ヶ浦用水地区 ○宮城県女川町江島
（被災状況）

出島（ｲｽﾞｼﾏ） 松島

石巻
女川

出島出島

○水道や電気が復旧するまで
の間、島民（50世帯約100人）
は本土で避難生活。

○特に、水道の海底パイプラ

（被災状況）

女川町 海底パイプライン

2.3Km

8.6Km

町の浄水場

出島（ｲｽ ｼﾏ）

江島（エノシマ）

松島

浄水場への
送水停止

インの被災による影響は大。

支援の状況（対応）

○水資源機構では、水道水の確保について
女川町から要請を受け、所有する海水淡水

装 技術 を 遣

東日本大震災により、送水管等が被災したため水供給がストップ
し、地域の水道が断水。

海水淡水化装置

海水淡水化装置設置状況

化装置と技術職員を9月に派遣。
○地元への技術指導を行い、供給準備が

整ったことから、11月に島民が順次帰還。
【H23.12.9時点で23世帯が帰島】

海水淡水化装置

桜川市給水車

海水淡水化の仕組み
水機構の装置で
は１日35m3を淡
水化。１人３ℓとす

ると１万１千人分
の飲料水に相当

桜川市給水車への補給状況海水淡水化装置により農業用
ため池の水を飲料水に浄化

（出典）（独）水資源機構資料

取水ポンプ

の飲料水に相当。

町職員への技術指導状況

5（出典）国土審議会 水資源開発分科会 調査企画部会（今後の水資源政策のあり方について第２回） 資料７ をもとに修正



４．大規模災害時の対応事例
■大規模災害等に対する水供給システムへの被災状況と対応事例

○連絡管による水融通○連絡管による水融通
（山形市の事例）
・平成25年7月下旬、記録的な豪雨により、山形県企業局の村山広域水道の西川浄水場において、取り込んだ水の濁りが、通常の
濁度約５度から約３，０００度に急上昇。

・濁水処理が追いつかず供給を停止。広域的断水で3万8800世帯に影響。
広域的村山広域水道への依存率が高い市町では 住民が最長で8日間の断水を強いられるなど 広域水道に依存する自治体の

村山広域水道 依存率が高 市町は 西川浄水場が回復するま

○山形市の事例

経 緯

○山形県 村山広域水道系統図

・広域的村山広域水道への依存率が高い市町では、住民が最長で8日間の断水を強いられるなど、広域水道に依存する自治体の
弱点を露呈する中、山形市は別系統から水をカバーするなど、断水を回避。

村山広域水道への依存率が高い市町は、西川浄水場が回復するまで
断水せざるを得なかったが、山形市の場合は、２２％と低かった。山形
市の水道は３系統あり、供給停止した県水（村山広域水道）分を他の系
統からカバーする対応を実施。

（山形市）
・系統間を融通する連絡管を使用し、市域全体の水供給をカバー。
（国交省との水利権協議）

供給停止とな た県水のため 許可範囲を超える臨時取水（代替水源）

対 応

・供給停止となった県水のため、許可範囲を超える臨時取水（代替水源）
について、河川管理者の了解を得て、増量取水を行い、断水を回避。

２）
○本年度(2013年度)の対応

今後の対応

○本年度(2013年度)の対応
・ 汚泥を凝集させる薬剤の注入機能の増強
・ ポリ塩化アルミニウムの貯蔵槽の増設
・ 薬剤貯蔵槽の増設

○2014年度以降の対応

今回の事例では、県水系統
が供給停止したことから、
別系統（松原水系）より、連
絡管を通じて水を融通

6出典：山形県企業局 村山広域水道の状況

○2014年度以降の対応
・ 浄水した水をためる浄水池の貯水量拡大
・ 河川から取水した浄化前の原水を確保する設備の新設
・ 浄化の過程で発生する汚泥の処理能力向上 山形市 水道系統図

（出典）国土審議会 水資源開発分科会 調査企画部会（今後の水資源政策のあり方について第２回） 資料７ をもとに修正



５．停電時の影響と対応事例
■停電時の水供給システムへの影響と対応事例
○東京都における計画停電による影響と対応

計画停電実施日とお客様への被害状況【多摩】

日付 断水件数 濁水件数 主な停止施設

３月１５日 0 0 桜ケ丘浄水所等 (24施設) 

・東京電力管内では、平成23年３月14日から４月８日
までの約１か月間、計画停電が実施された。

区部においては 足立区の北鹿浜増圧ポンプ所にお

影 響

３月１６日 2,270 102,200 桜ケ丘浄水所等 (169施設) 
３月１７日 2,060 112,000 上川増圧ﾎﾟﾝﾌﾟ所 (171施設) 
３月１８日 2,165 41,300 南浅川配水所 (187施設) 
３月２２日 2,165 0 南浅川配水所 (190施設) 

・区部においては、足立区の北鹿浜増圧ポンプ所にお
いて施設が全停電するなど何箇所かの施設が計画停
電の対象となり対応が必要となった。

・このため、他浄水場における送配水圧力の増強、配
水系統の変更 自家用発電設備の運転などを行 た ３月２３日 0 0 滝の沢配水所 (1施設) 

３月２５日 260 0 南浅川配水所 (46施設) 
合計 8,920 255,500 

※3月15及び23日の停電は、自家発の活用や他施設からのバックアップが
可能であ たため断水や濁水が発生しなか た

水系統の変更、自家用発電設備の運転などを行った
結果、断水や濁水の発生を避けることができた。

・一方、区部に比べバックアップ機能に劣る多摩の施
設においては、一部の地域で断水や濁水が発生し、そ
の影響は延べ約26万件に及んだ

・ＨＰ等で水道の断水又は濁水が発生する恐れがある
地域 水 く 置き等 対応 情報発信

可能であったため断水や濁水が発生しなかった。の影響は延べ約26万件に及んだ。

対 応 今後の取組

○課題

（出典）東京都水道局資料

地域、水のくみ置き等の対応について情報発信。 水道事業の継続には電力を安定的に確保すること
が不可欠であり、電力事情に左右されないように電
力の自立化を図ることが必要。

○施設整備の方向性○施設整備の方向性
・浄水場は、施設能力を100％発揮できるよう自家
用発電設備を増強する。

・区部給水所及び多摩地区の施設は、大規模停電
時においても 日平均配水量を維持する規模の自

・多摩地区において、応急給水車及びポリタンクで対応。

7
（出典）東京都水道局資料 （出典）東京都水道施設整備マスタープラン（平成26年4月）

時においても一日平均配水量を維持する規模の自
家用発電設備を整備する。



６．渇水が社会に与える影響事例

●渇水が社会に与える影響 火力発電

○全国の火力発電施設では 1日合計約61 500 3の淡水をボイラ補給水として消費○全国の火力発電施設では、1日合計約61,500m3の淡水をボイラ補給水として消費
（平常時）。一家4人の標準世帯の凡そ51,000世帯分に相当。

○石炭を燃料とする火力発電所では、一般的に、煤煙脱硫装置において発電出力
100万kW当たり1日約3,000m3の水を消費。

■火力発電の現状と用水量

石油 LNG 石炭

基数 144 119 88

出力（1,000kw=MW） 47,790 66,465 39,602

■火力発電の現状と用水量

脱硫装置に水は
不可欠

ボイラ補給水（１MWあたりm3／日） 0.4 0.4 0.4

計（m3/日） 19,116 26,586 15,841

（出典） 発電基数・出力 平成25年版電気事業便覧 一般社団法人 日本電気協会
ボイラ補給水量 火力原子力発電必携 社団法人火力原子力発電協会

●渇水が社会に与える影響 清掃事業

○清掃工場（焼却場）では 事業所の生活用水の他 焼却炉や併設する発電タ ビン

■東京電力の公開資料（サステナビリティーレポート）によると、火力発電所で消費し
ている発電用水量は２００９年度の実績で年間９０３万ｍ3。

○清掃工場（焼却場）では、事業所の生活用水の他、焼却炉や併設する発電タービン、
溶融スラグ水砕、焼却灰安定化、周施設囲の散水に使用。

東京二十三区清掃一部事務組合の例では、上水道、工業用水道、下水再生水を約
58%、約31%、約11%の割合で使用し、ゴミ１トンを処分するのに合計0.86トンを使
用し、1日あたり平均約6,500m3。

○断水等に対する危機管理計画に いては工場ごとによ ており 内陸部の工場で

溶融スラグ水砕過
程で水は不可欠

（出典）東京二十三区清掃 部事務組合 ホ ムペ ジ○断水等に対する危機管理計画については工場ごとによっており、内陸部の工場で
は災害用非常用井戸を有するものも。

（出典） 東京二十三区清掃一部事務組合 事業年報，ごみれぼ23 2014版（パンフ）およびヒアリングによる。

●渇水が社会に与える影響 船舶

船舶給水
（直接給水）

（出典）東京二十三区清掃一部事務組合 ホームページ

（出典） 一般社団法人 日本船主協会 http://www.jsanet.or.jp/seminar/text/seminar_159.html 8

渇 社 影響 船舶

○最近のほとんどの船舶は、造水器を装備し、海水から日最大数十m3の清水を造り、
主に風呂やシャワー、水洗トイレに使用。

○飲料水や調理用の水は、陸上から補給された水を使用。 （出典）船舶給水施設事業計画書
東京港埠頭株式会社



６．渇水が社会に与える影響事例

●渇水が社会に与える影響 空調施設（空冷式と水冷式）

○建物等の空調施設は空冷式と水冷式が存在。

○通信機器、データセンター、スパコンの区分でみると、通信は基本的に空冷式、その他は水冷式が主流。

○元来、我が国の空調は空冷式が主流であったが、最近は水冷式が増加している。ただし、スパコンの設置室内は空冷式で、発熱の
大きなチップ等周辺には配管を施した水冷式が採用されている。

デ○水冷式は設置上の配管デメリットがあるが、熱伝導率が大きく効率的であることからＩＴ業界では主流となりつつある。

○業界別では、銀行等では古いタイプの水冷式。工場では水冷式。ホテルは空冷式が主流。データセンタ等は今後水冷式が主流にな
る傾向。

○データ管理の基本は、必ずバックアップを確保するものであるが、一方が冷却不能など停止すれば冗長性が低下する可能性がある。

■水冷式の冷却方法

開放式、密閉式に大別される。冷却のための散布水は、時間あたり循環水量の2％を補給する必要があり、1日で約半分の水量を
補給する必要がある。補給する必要がある。

補給水は通常上水道であるが、断水等に備える予備タンクは72時間程度が一般的である。

■非常用発電設備の冷却

ガスタービンエンジンなど、最近のタイプは空冷式であるが、ディーゼルエンジンのものは、冷却水槽を確保した水冷式。淡水が必
デ タ タ パ 冷却 様 補給水 備 時 程度 あ れ 神 東 本 震災 燃料供給 能な

（出典） 通信企業関係者よりヒアリング

要。データセンター、スパコンの冷却同様、補給水の予備は72時間程度である。これは、阪神・東日本の震災から燃料供給可能な
時間を72時間に想定したことに呼応するもの。

9



６．渇水が社会に与える影響事例

●渇水が社会に与える影響 農業関係 リ グ結果●渇水が社会に与える影響 農業関係 ヒアリング結果

○番水は通常から行っている土地改良区があり、吉野川などの事例で取水制限40～70％程度において、作付け時期によっては先行
的に給水することがある。

○反復利用は基本的には排水からポンプアップすることが多く、渇水時では物理的に下流まで水が行き渡らずに不均一な配水となる
ことがあることがある。

○渇水の時期により、二度代かきを行った事例がある。

○農業用水の利用においては古田優先等の様々な用水慣行があり、優先順位が低い人は所有田を丸ごと犠牲田にすることもあり得
たが、現在においてはその不平等性より、考えが改められているところもある。

○再生水は通常から使用している地域もあり、普段未使用の地域でも渇水時の利用は考えられる。
○スプリンクラーで農薬散布をしているため水不足なると、農薬を撒けない。

10



６．渇水が社会に与える影響事例

●渇水が社会に与える影響 交通関係（航空） ヒアリング結果

○タ ミナルの消火用水には 上水を使用○ターミナルの消火用水には、上水を使用。
○中水（再生水や雨水）の利用率は26.8％（2012年実績）。

○大規模災害発生時において外部からの上水の供給が停止した場合の水源として、非常用井戸を整備しており、中水を供給して上水
の使用量を減らすことにより航空機への給水が継続されるよう取り組んでいる。

○給水制限が実施された際は、節水の啓蒙や流量調整等、自主節水に取り組んでいる。

●渇水が社会に与える影響 交通関係（鉄道） ヒアリング結果

○基本的に幅広に備蓄品により渇水対応が可能と考えている。
（S53福岡渇水時に新幹線が博多で給水できず他の駅に臨時停車した事例がある。）

●渇水が社会に与える影響 交通関係（船舶） ヒアリング結果

○用水用途としては、飲用、船内調理、トイレ、甲板洗浄、バラスト水、洗濯用。
○影響としては飲料水（それ以外は海水から清水を造水して使用しているため、渇水が発生しても支障はない）。

●渇水が社会に与える影響 交通関係（道路） ヒアリング結果

○渇水の道路事業への影響としては、H25年度についてみると渇水を契機に路面散水用水を工業用水から下水再生水に切り替えた。

○道路におけるその他の水としては、社屋・休憩施設・料金所などの生活用水、飲用、トイレ用水、維持管理車両の整備、雪氷作業に
おける散水などが代表例。おける散水などが代表例。

○道路事業における自主節水については、平成25年度、節水実施について要請を受けた際、建設現場における受注者への節水協力
の依頼、道路情報板による節水PRを実施。また、休憩施設においてはポスターなどによるテナント及びお客様への節水の呼びかけ
やティーサービスの休止を検討。

○代替水源の確保については、浄化水槽や飲料水生成装置の活用。今後地震による渇水を想定し、井戸の追加整備も検討中。休憩
施設においては 代替水源として 保有する給水車による配水を考えている また 災害等に伴うライフライン切断時の飲料水確保と施設においては、代替水源として、保有する給水車による配水を考えている。また、災害等に伴うライフライン切断時の飲料水確保と
して、各ＳＡ、ＰＡにペットボトル入長期保存水を備蓄しているため、短期の場合は保存水の流用も検討（概ね３日分程度）。

11



●都市 中 安定した水資源である 水処理水をトイレ
再生水供給地区の事例（東京都） 節水型都市を目指す再生水事業（福岡市）

７．再生水供給の事例

●都市の中の安定した水資源である下水処理水をトイレ
の洗浄用水や樹木への散水用水として再利用。

●下水処理再生水を雑用水として利用できるのは専用送
水管路が整備された地区に限定されている。
（①西新宿及び中野坂上地区，②臨海副都心地区，③
大崎地区，④汐留地区，⑤品川駅東口地区，⑥永田町
及び霞ヶ関地区，八潮及び東品川地区）

区名 [中部地区] [東部地区]

供給開始 昭和55年6月1日 平成15年7月7日

計画供給量 10 000
3
/日（日最大） 1 600

3
/日（日最大）

及び霞ヶ関地区，八潮及び東品川地区） 計画供給量 10,000m
3
/日（日最大） 1,600m

3
/日（日最大）

現有能力 8,500m
3
/日 1,600m

3
/日

天神・渡辺通り地区 350ha 香椎地区 77ha

シーサイドももち地区 138ha アイランドシティ地区 324ha

博多駅周辺地区 345ha

都心ウォ タ フロント地区 180h

計画供給区域

都心ウォーターフロント地区 180ha

計　1,013ha 計　401ha

供給対象施設 延面積3,000平方メートル以上の大型建築物等

再生水の用途
大型建築物等の水洗便所の洗浄用水

公園、街路等の樹木への散水用水

出典：東京都下水道局ホームページ 再生水利用事業
http://www.gesui.metro.tokyo.jp/jigyou/kyoku.htm

出典：福岡市道路下水道局ホームページ 再生水事業
http://www.city.fukuoka.lg.jp/doro-gesuido/kanri/hp/water-recycle.html#a03
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７．再生水供給の事例

渇水時に活用される下水処理水
平成１９年度は夏頃まで全国的な渇水が発生。
下水処理場の給水栓で下水処理水を一般の方々へ提供。

出典：国土交通省水資源部「気候変動等によるリスクを踏まえた総合的な水資源管理のあり方について」研究会第4回会合資料 参考資料５
http://www.mlit.go.jp/tochimizushigen/mizsei/07study/documents/04/doc07.pdf 13



８．集合住宅への災害時トイレ導入

住宅フロアすべてに非常用トイレを設置近年の防災機能を持った集合住宅のパンフレットの一例
地下の雨水貯水槽の水を利用し非常時のみに使用するトイレ
を住宅フロアすべてに設置しています。
※通常時は使用できません。

万が一に備え、非常時の水源を確保。

かまどベンチ

普段はベンチとして利用し、いざという
時にかまどとして利用できる、かまどベ
ンチを配置します。

※雨水利用は非常用トイレ排水用として使用。飲用はできません。※雨水利用は非常用トイレ排水用として使用。飲用はできません。

災害用トイレ（マンホールトイレ）
下水道に直結したマンホールを設置。

その直上に簡易トイレを設ける、災害用ト
イレ（マンホ ルトイレ）を用意します

非常用発電機を備え、約６日間の稼働を想定。

災害後の停電に備え、非常用発電機を用意していま
す 阪神淡路大震災の際には電力の復旧に6日かかイレ（マンホールトイレ）を用意します。

※通常は使用できません。
す。阪神淡路大震災の際には電力の復旧に6日かか

った例があり、非常用エレベーターや給水ポンプ・汚
水排水ポンプなどを稼働させるために約6日間の電源
確保を想定しています。

防潮板の設置

緊急時に建物の１階等に設置して、外部の水の浸入を防ぐ防潮板
を用意。使い方については今後、管理組合で紹介する予定です。

出典：江戸川区小岩の分譲マンション・アルファグランデ小岩スカイファースト
http://www.starts-development.co.jp/sky1st/equipment/index04.html

14
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●給水車数の全国合計（水道用水供給事業＋上水道事業）は、平成19 年度から平成22 年度においては、約1,000 

９．給水車の配備状況（水道事業者）

台前後で推移。
●都道府県別にみた給水車数、平成22 年度現在、全国、水道用水供給事業＋上水道事業）は、都道府県別にみ

た台数は0 台～65 台の範囲。

出典：水道ホットニュース 第３３１－３号 平成24 年9 月14 日
http://www.jwrc-net.or.jp/hotnews/pdf/HotNews331-3.pdf
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１０．応急給水

災害時の指定給水所における応急給水（川口市）過去の渇水時の応急給水の事例

●震災時、飲用水を迅速かつ安定的に被災者に提供す
るため、平成22年度からダンボール製貯水槽を活用して
、指定給水所が担う対象給水半径を、これまでの1kmか
ら500mに狭め、被災者の負担を大幅に軽減する応急給

●平成６年渇水を代表とする渇水事例において、一部
地域への応急給水、夜間断水入りした際の緊急給水等
のため、臨時の給水車両を準備した記録がある。

水システムを確立しました。●渇水対策マニュアル
策定指針（厚生労働省，
2007）において応急給
水応援団体として自衛

応急給水システム完成図

1ｔ 強化段ボール製貯水槽

隊駐屯地、トラック協会
支部と渇水時に情報
連絡体制を取れるよう
に事前に準備をするこ

レスキュータップ
（緊急用給水栓）

とを推奨している。

夜間断水入りで、緊急時に備え出動態勢が整った給水車
福岡市博多区水道局
平成6年8月4日撮影 読売新聞提供

出典：出典：

●九州地方建設局，平成
６年渇水の記録，平成８年
３月

●松山市公営企業局，平
成６年松山の渇水記録，
平成７年１０月
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出典：川口市水道局HP
http://www.water-kawaguchi.jp/disaster/measure/system/

平成７年１０月

応急給水用に準備された給水車（松山市竹原上水場）



●東京都では、震災時の断水等に対応するため、おおむね半径2キロメートルの距離内に1か所、給水拠点を設け

１１．給水拠点（東京都の事例）

震
ている。給水拠点は、浄水場（所）、給水所、応急給水槽（震災時用の飲料水を確保する施設）等です。応急給水
槽は、避難場所となる公園や都立学校の校庭などに設置されている。

●平成25年3月31日現在、給水拠点は都全体で203か所整備されており、確保されている水量は約99万立方メート
ルです。この量は、震災時の給水量を一人当たり1日3リットルとすると、都民約1,300万人の約3週間分以上に相
当する。
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出典：東京都水道局，東京の水道 平成25年度版



１２．雨水利用

雨水利用の事例（墨田区） 雨水貯留システム＆中水道システム（東京ドーム）

●膜屋根に降った雨水を、地下の貯水槽に貯留します。

これにより、下水道への雨水放流の緩和を図ると同時に
、貯留した雨水はトイレの洗浄水（流し水のみ・手洗いは
別）とする。

●30年以上前の墨田区では大雨のたびに合流式下水

道から汚水があふれ、地下の飲み水タンクが汚染され
る問題が起きており、雨水貯留することで改善させること
とした。

●また災害時の消防用水として活用されています。（貯
水槽には消防用水として、常時1,000トンの水を確保して
います。）

●独自のディープシャフト（超深層曝気法）に雑排水（洗

●墨田区では市街地の建物の屋根に降った雨を水資源
として積極的に活用し、区の本庁舎の地下には1000ト
ンの雨水貯留タンクを備え、トイレの洗浄水の32.8％を
雨水で賄っています。

面、厨房）の再生利用を行う「中水道システム」（水のリ
サイクルシステム）を採用し、これら2つのシステムを有

機的に結びつけることによって、ドーム内で使用される水
の約1／2をまかなっています。

●街中には家屋や駐車場の屋根から雨水を地下タンク
に集めて、手押しポンプで水を汲み上げる「路地尊（ろじ
そん）」、また「天水尊（てんすいそん）」や「ミニダム」など
の名がついた200リットル程度の雨水タンクを各所に設

置し、普段は緑化などに利用し、災害などで水道が止ま
った場合は消火活動やトイレの流し水といった生活用水
として使うことを想定している。
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出典：株式会社東京ドームHP
https://www.tokyo-dome.co.jp/dome/facilities/equipment.html

出典：ミツカン水の文化センターHP
http://www.mizu.gr.jp/bunkajuku/houkoku/015_20131018_amamizu.html



カリフォルニア州の干ばつ（2012-2014）

・カリフォルニア州では2012年から乾燥状態が続いており、2014年で3年目になり、歴史上最も深刻であった1977年に続き2番
目であるが、近年の人口増により渇水状況は1977年と同程度である。
・北シエラの降水量は、2014年6月26日までの累積で28.8インチ（732mm）であり平年の59%と少なかった。
・カリフォルニア州の主要ダムの貯水率は2014年8月現在、平年比でも、30％～50％程度と低くなっている。
・コロラド川下流における主要ダムではフーバーダムが平年比50％ほどとなっているが、その他のダムは総容量に近い貯水率を
確保している確保している。

バ ダム

北シエラの降水量カリフォルニア州全体の水管理システム

コロラド川

フーバーダム
38％｜51％

パーカーダム
95％｜100％

デービスダム
94％｜104％

30000
(103AF)

北シエラ８雨量観測所指標の推移

（出典）カリフォルニア州環境保護局水資源管理委員会提供資料 北シエラの降水量

（出典）カリフォルニア州環境保護局水資源管理委員会
提供資料

カリフォルニア州全体の水管理システム

（出典）河川2008 5月号 カレント・トピックス-海外の水管理政策動向-（第1回）

95％｜100％

5000

10000

15000

20000

25000

Capacity

Current Storage

Historical Aveg.

（出典）カリフォルニア州環境保護局水資源管理委員会提供資料

人口増 1977年と比較して、

カリフォルニア州の
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コロラド川のデータは USDA(米国農務省)Natural Resources 
Conservation Service
http://www.wcc.nrcs.usda.gov/wsf/reservoir/resv_rpt.html
各州のダムのサマリーより（2014年7月現在）

0
パーカーダム デービスダム フーバーダム

（出典）カリフォルニア州水資源局提供資料

カリフォルニア州の
人口は約7割増加



2013年5月 州知事が州環境保護局水資源管理委員会と州水資源局に対し利水者

１３．カリフォルニア州の干ばつ（2012-2014）

2013年5月 州知事が州環境保護局水資源管理委員会と州水資源局に対し利水者

間の自発的な水利権の売買の審査手続き、承認を迅速に行うことを指

示（大統領命令B‐21‐13 ）示（大統領命令B 21 13 ）

水利権売買の例（2014年）

20http://www.waterboards.ca.gov/waterrights/water_issues/programs/water_transfers/docs/2014transfertable.pdf



2013年12月 カリフォルニア州干ばつタスクフォースを組織

１３．カリフォルニア州の干ばつ（2012-2014）

2013年12月 カリフォル ア州干ば タスクフォ スを組織

○2013年12月17日付知事からの文書により任命

○以下の機関で組織

州危機管理局

州食料農業局州食料農業局

州環境保護局水資源管理委員会

州水資源局州水資源局

その他各局と調整

○主な役割

毎週ミーティングを開催し、水配分の見通しを

見直す。
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2014年1月17日 干ばつ非常事態宣言を発令

１３．カリフォルニア州の干ばつ（2012-2014）

2014年1月17日 干ばつ非常事態宣言を発令

カリフォルニア州が観測史上最も乾燥した年の水不足に直面して
いることを受け、ジェリー・ブラウン知事は非常事態を宣言し、この
ような干ばつ状態に備えるためのあらゆる対応を取るよう州職員
に指示。

「我々には雨を降らせることはできないが 都市部および郊外の灌「我々には雨を降らせることはできないが、都市部および郊外の灌
漑用水や生活用水の激減や山火事の増加など、カリフォルニアの
干ばつが脅かす深刻な影響に対し、周到に備えることはできる。
私は、この非常事態宣言を発し、すべてのカリフォルニア住民に対
して、実現可能なあらゆる手段により節水することを求める。」

宣言の主な内容は以下の通り
・乾燥状態により経済的影響を受ける農家や住民への支援・乾燥状態により経済的影響を受ける農家や住民への支援
・飲料水の不足に直面した場合への備えの拡充
・干ばつによる山火事への対応のための消防隊員の追加採用
・節水に関する市民の意識向上のための広範囲なキャンペーンの

開始（カリフォルニア住民に対し20%の水使用量の削減要請）

・州全域での水部門職員による水供給管理をより柔軟化http://gov.ca.gov/news.php?id=18368
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2014年1月 州の水行動計画（California Water Action Plan ）発表

１３．カリフォルニア州の干ばつ（2012-2014）

2014年1月 州の水行動計画（California Water Action Plan ）発表

・深刻な干ばつに際して、天然資源庁、環境保護庁、食糧農業省は今後の水施策の優先分野を決めた
水アクションプランを発表。
・計画の目標は次の5年間を見据える・計画の目標は次の5年間を見据える。
・計画は主に州の水供給の信頼性向上、荒廃した生態系の回復、水インフラの強靭化等に重点を置く。

キーとなる行動：
１．水を保全するカリフォルニアの生活様式の実施
２．政府のすべてのレベルにおける地域の自立した統合水管

理の増加理の増加
３．デルタのために共同目的の達成
４．重要な生態系の保護、復元
５．乾季への対応と備え５．乾季 の対応と備え
６．水貯留能力の拡大と地下水管理の改善
７．すべてのコミュニティへの安全な水の提供
８．治水対策の拡充
９ 運用上および調整の効率性向上９．運用上および調整の効率性向上
10．持続可能で統合した資金調達機会の見極め
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１３．カリフォルニア州の干ばつ（2012-2014） 緊急節水規制等

2014年7月 緊急節水規制の決定（15日） 施行（29日）

干ばつへの対策として州水資源管理委員会（State Water 
Resources Control Board）は都市部での洗車や水まきを規制

する緊急の節水策を決定 違反者には１日に き最大で５００ド

2014年7月 緊急節水規制の決定（15日）、施行（29日）

する緊急の節水策を決定。違反者には１日につき最大で５００ド
ル（約５万円）の罰金を科す。

この規制は1月17日の州知事による干ばつ非常事態宣言およ

び都市水供給者が節水対策を進めるよう定めたカルフォルニアび都市水供給者が節水対策を進めるよう定めたカルフォル ア
水条例(Section1058.5)に従った4月25日の知事から水資源管
理委員会への知事命令の二つの宣言に従ったものである。

規制は2014年及び2015年の水の節水のための最低限の行
動を義務付ける動を義務付ける。

《規制対象の行為》
・歩道や車道など舗装路面への放水
ノズ 部分に止水機能がないホ での洗車など・ノズル部分に止水機能がないホースでの洗車など

・庭などへの散水は、水が路面に流れ出ると過度な放水とみ
なされ違反行為となる。
・健康や安全上の事情がある場合は例外となる。

水資源管理委員会の議長Felicia Marcusのコメント「私た

ちは祖父母の世代までの中で最悪の干ばつに直面してい
る。（中略）この規制は干ばつの状況の深刻さに気付くきっ

意味があ ば が進 す 中 私 が
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かけとして意味がある。干ばつが進行する中で、私たちが
行動しなければさらに規制は広がる可能性がある。」

http://www.waterboards.ca.gov/press_room/press_releases/2014/pr071514.pdf



干ばつによる社会への影響

１３．カリフォルニア州の干ばつ（2012-2014）

■農業分野

SOLVE THE WATER CRISISと訴
える看板 （Tulare County）

干ばつによる休耕地（アーモンド畑）
（Merced County)

アーモンド畑に掲げられた雨を祈る看板
（Turlock, Stanislaus County）

■個人生活（節水）
SERIOUS DROUGHT 
HELP SAVE WATER
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電光掲示板（節水の呼び掛け） 州議事堂の噴水停止、芝生の散水禁止 節水の張り紙（州環境保護局）



１４．California Drought Contingency Plan 2010 ①

最近の干ばつに迅速に対応するため、アーノルド＝シュワルツネッガー州知事は州政府機関を管理するための非常事態宣言およ
び行政命令を2008~2009年に発行した。州水資源局は州の干ばつ状況および水の利用に関する報告書を提示するよう求められ、
2010年に継続中の干ばつ問題に対応するための干ばつ緊急計画（Drought Contingency Plan）を作成した。本計画では、州政府
機関がとるべき干ばつへの準備・対策・復旧の計画および行動内容について示されており、干ばつ期間外の渇水についても適用が可
能である。

干ばつ緊急計画の目的は、政府機関の連携（モニタリングおよび早期警報の精度向上、水不足影響評価）、災害への準備、対応、干ばつ緊急計画の目的は、政府機関の連携（モ タリングおよび早期警報の精度向上、水不足影響評価）、災害 の準備、対応、
復旧を通して干ばつ被害を最小限に抑えることである。干ばつ状況の変化に応じた地域ごとの対応策、対策レベル、担当機関につい
て、本計画に明記している。

干ばつの発生が予測される
と、知事は干ばつタスクフォ
ースを組織し、省庁間の機
関同士の協力体制を築く。関同士の協力体制を築く。

州水資源局が干ばつ対応全
般を担当し、カリフォルニア
州緊急管理局は緊急対応
や復旧に尽力する。州水資や復旧に尽力する。州水資
源局地方事務所およびカリ
フォルニア州緊急管理局の
行政区が連携体制をとり、
規格化された緊急管理シス規格化された緊急管理シス
テムに従って緊急対応が進
められる。

タスクフォースに関与してい
る州政府機関は、所有する
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。

る州政府機関は、所有する
権限・責任・資金をもって干
ばつに対応する必要がある
。



１４．California Drought Contingency Plan 2010 ②

California Drought Contingency Plan 2010では、干ばつが発生した場合の各組織の干ばつの5つのレベルに応じた対応が定められている。
例 ば ベ 異常な乾燥期間（ ば 認識 向上） ベ 酷な ば （行政命令 る節水 緊急行動 実施） ベ

レベル 判断基準 活動内容 担当機関（主導機関：◎）
資 ば 務 情報 集 資 急管

例えば、レベル1は異常な乾燥期間（干ばつへの認識の向上）、レベル3は過酷な干ばつ（行政命令による節水、緊急行動の実施）、レベル
5は桁外れの干ばつ（水供給のカット、最大限の対応）を指し、知事による緊急事態宣言はレベル3にあたる。

また干ばつ収束後も復旧のモニタリングや地方援助等で各機関の役割が定められている。

レベル1
Abnormally

州の降水量・
降雪量・流量
が平年以下

活動内容

州水資源局－干ばつ業務センターによる情報収集 ◎州水資源局、○州緊急管理局、その他
干ばつモニタリング委員会・影響調査部会の召集（現況報告書・影響調査
報告書）

◎州水資源局、その他

広報担当者の指名 ◎州水資源局、その他
干ばつ注意報の発令、記事発表 ◎州水資源局、その他
州政府機関施設への節水指導 ◎州水資源局、その他Abnormally 

Dry
異常な乾燥
期間（干ば
つへの認識
の向上）

が平年以下
／貯水量が
平均以下／
水供給管理
のため任意の
対策が必要

州政府機関施設 の節水指導 ◎州水資源局、その他
干ばつに関する許可申請の促進 ◎州水資源局、その他
状況伝達、節水情報の強化、干ばつ準備ワークショップ ◎州水資源局、州緊急管理局、州公衆衛生局
連邦・州・地方・部族間の調整 ◎州水資源局、その他
地方行政・水供給者による干ばつ認識・普及活動の促進 ◎州水資源局、その他
緊急に水を必要とする地域への水供給の障害となる州法見直し ◎州公衆衛生局、州水資源局
各地域の被害状況の情報収集 ◎州水資源局 その他

要
モニタリング手法

各地域の被害状況の情報収集 ◎州水資源局、その他
オンラインやメディアでの公共施設や州機関施設の水使用情報発表 ◎州水資源局、その他

流域施設、各地域
における活動計画

水インフラ設備のための基金収集 ◎州水資源局、州公衆衛生局、アメリカ合衆国
環境保護庁

その他 来年度干ばつに備えた貯水量増加 ◎州水資源局
レベル1の全対応策に追加

レベル2
First Stage 

州の降水量・
降雪量・流量
が平年以下

活動内容

緊急業務計画策定（農業非常災害宣言のための情報収集、節水方法の策
定、州法に基づいた表流水供給の優先度決定）

◎州水資源局、州緊急管理局、その他

通常のチャンネルを通じた干ばつ危機状況の情報伝達 ◎州水資源局、その他
ワークショップ開催 ◎州水資源局、その他
干ばつ情報の伝達強化、節水や渇水教育の支援 ◎州水資源局、その他

援
孤立地域農村地域に対する支援準備 ◎州水資源局 州公衆衛生局

Drought
干ばつ（自
発的な節水、
意識向上、
準備対応）

が平年以下
／貯水量が
平年以下／
水供給管理
のため任意の
対策が必要

地方援助
孤立地域農村地域に対する支援準備 ◎州水資源局、州公衆衛生局
地方水機関等を通じた確かな水インフラ、水資源の支援 ◎州水資源局

流域施設、各地域
における活動計画

技術支援、緊急インフラの提供、議論の仲介による水の譲渡の促進 ◎州水資源局、州水資源管理委員会

連邦・州・各地域における節水の促進 ◎州水資源局、その他全機関
Save Our Water活動 ◎州水資源局
州施設における10%の給水制限の実施 ◎州水資源局 その他全機関
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節水
州施設における10%の給水制限の実施 ◎州水資源局、その他全機関
各地域における給水制限と同等の制限の実施 ◎州水資源局、州公衆衛生局、州食糧農業局
干ばつで影響を受けている部門への経済支援 ◎財務局、その他州全機関、基金
次年度干ばつに備えた貯水量増加、技術支援準備 ◎州水資源局

http://www.water.ca.gov/waterconditions/docs/Final_CA_Drought_Contingency_Plan-11-18-2010a.pdf
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レベル 判断基準 活動内容 担当機関（主導機関：◎）
レベル1 2の全対応策に追加レベル1・2の全対応策に追加

協力体制 計画

知事の非常事態宣言によるタスクフォースの召集 ◎州水資源局、その他
非常事態宣言の基準を明確化 ◎州緊急管理局、州水資源局
緊急業務計画の初期実施、実施要項の定義 ◎州水資源局、その他
緊急事態への対応 ◎州緊急管理局、州水資源局
報道増加（および節水と渇水教育に関する支援の向上） ◎州水資源局、州緊急管理局、その他

レベル3
Severe 
Drought
過酷な干
ばつ（行政

州の降水量・
降雪量・流量
が平年より大
幅に少ない／
貯水量が平年
以下／予報降

協力体制、計画
状況伝達、管節水情報の促進、干ばつ緩和策の情報提供 ◎州水資源局、州緊急管理局、その他
情報収集および現状報告の継続 ◎州緊急管理局、州水資源局
公衆衛生の評価のための地方の衛生士との連携および適切な行動の実施 ◎州公衆衛生局、その他
FEMA、ACOE、その他機関との報告書作成 ◎州水資源局、州緊急管理局
大統領災害宣言の申請準備 ◎州緊急管理局、州水資源局、その他

モニタリング手法 州警告センターから干ばつ関係機関や他州へ伝えられた緊急事態宣言 ◎州緊急管理局 州水資源局ばつ（行政
命令による
節水、緊急
行動の実
施）

以下／予報降
水量平年以下
／水供給量が
不十分な地域
に対する対策
規定が必須

モニタリング手法 州警告センタ から干ばつ関係機関や他州へ伝えられた緊急事態宣言 ◎州緊急管理局、州水資源局

地方援助

地方政府機関および州政府機関による干ばつ緊急事態宣言準備 ◎州緊急管理局、州水資源局
必要に応じた緊急輸送施設の配置 ◎州公衆衛生局、州水資源局
地方水供給の供給施設の設置（大気からの水生成機、移動式海水淡水化
施設、新たな井戸の掘削）

◎州公衆衛生局、州水資源局

相互援助の調整 ◎州緊急管理局、州水資源局、地方行政機関
節水 州施設における20%の給水制限の実施 ◎州水資源局 ○DGS その他州機関節水 州施設における20%の給水制限の実施 ◎州水資源局、○DGS、その他州機関

その他

魚類保存施設の準備 ◎州漁業狩猟局
野生動物への水供給装置 ◎州漁業狩猟局
干ばつ救済活動の効率化 ◎州水資源局、その他
水関連業のストレス管理プログラムの実施 ◎精神衛生局
次年度干ばつに備えた貯水量増加次年度干 備 貯水量増加

レベル4
Extreme 
Drought

州の降水量・
降雪量・流量
が平年より大
幅に少ない／

レベル1～3の全対応策に追加

地方援助

各地域への鉄道機関、船運による水供給・水輸送 ◎州水資源局、州緊急管理局、その他全機関
被災地における制限発令（知事の緊急時の権限による） ◎州水資源局、州緊急管理局、その他全機関
水の配給、農業利用、環境保護を目的とした、灌漑施設や他の水利権者等
からの水の自発的な譲渡の促進

◎州水資源局、州緊急管理局、その他全機関

水再生利用の奨励 ◎州水資源局
極度の干
ばつ（最大
限の行政
命令による
節水対策）

貯水量が平年
以下／予報降
水量平年以下
／水供給量が
不十分な地域
に対する対策

水再生利用の奨励 ◎州水資源局

節水

最小限度の水利用による最高レベルの節水活動の地方関係機関の取り組
み（野外水利用の禁止）

◎州水資源局、州緊急管理局、州公衆衛生局

水供給のうち優先度の低い水利権の供給カット ◎州水資源管理委員会、州緊急管理局、州公
衆衛生局

州政府機関施設の屋外での不要な水まきの禁止 ◎州水資源局、州緊急管理局、州公衆衛生局
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に対する対策
規定が必須

その他

Debris Management Programs ◎州緊急管理局、州水資源局、地方政府機関
干ばつにより悪化し拡散した汚染物質の特定 ◎州大気資源委員会、州公衆衛生局
州政府を通じた緊急時の水譲渡の運営 ◎州水資源局、その他
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レベル 判断基準 活動内容 担当機関（主導機関：◎）
州全体で極度 レベル1 4の全対応策に追加

レベル5
Exceptiona
l Drought
桁外れの
干ばつ（水

州全体で極度
の乾燥状態／
水の安全性、
供給量、水質
が危険状態／
不十分な水供

レベル1～4の全対応策に追加

協力体制、計画

水不足緊急事態宣言の公布 知事、◎州緊急管理局、州水資源局
州国家警備隊の派遣 知事
野焼き禁止令の発令 地方政府機関
州緊急事態管理センターへ職員派遣 ◎州緊急管理局、その他
厳しい水の供給削減により、法執行による管理体制の強化のための相互 ◎州緊急管理局、州ハイウェイパトロール、司

干ばつ（水
供給のカッ
ト、最大限
の対応）

給および干ば
つ状態の結果、
全分野におい
て水利用が困
難

援助の促進 法省
節水 健康衛生面のための水利用の削減 ◎州水資源管理委員会、州水資源局

その他
水供給が十分な地域への州住民の移動の調整 ◎商業・輸送・住宅局、州ハイウェイパトロール

州緊急管理局
全ての水利権に対して、必要最低限の水利用のみの許可を宣告 ◎州水資源管理委員会、州水資源局
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